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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 178,631 △1.3 12,750 54.6 12,775 56.7 7,337 112.1

28年3月期 180,940 △3.5 8,245 △8.4 8,150 △4.7 3,458 △12.1

（注）包括利益 29年3月期　　8,683百万円 （523.3％） 28年3月期　　1,393百万円 （△78.4％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 64.46 56.31 15.2 7.9 7.1

28年3月期 30.01 26.89 8.3 5.0 4.6

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 28百万円 28年3月期 △0百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 161,112 56,446 34.5 439.04

28年3月期 160,303 41,970 25.6 362.77

（参考） 自己資本 29年3月期 55,654百万円 28年3月期 41,063百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 26,692 △10,985 △16,643 3,111

28年3月期 21,395 △11,015 △9,150 4,044

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 6.00 ― 8.00 14.00 1,601 46.7 3.8

29年3月期 ― 11.00 ― 17.00 28.00 3,416 43.4 7.0

30年3月期(予想) ― 14.00 ― 14.00 28.00 ―

(注)１．29年３月期期末配当の内訳 普通配当11円00銭 記念配当６円00銭

　　 ２．29年３月期の配当原資には、資本剰余金が含まれております。詳細は、後述の「資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳」をご覧ください。

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 86,000 4.6 2,710 △38.5 2,650 △40.2 1,080 △54.7 8.52

通期 189,400 6.0 11,410 △10.5 11,360 △11.1 6,450 △12.1 50.88

t027434
画像



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料Ｐ25「５．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 139,679,977 株 28年3月期 139,679,977 株

② 期末自己株式数 29年3月期 12,915,785 株 28年3月期 26,488,216 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 113,828,834 株 28年3月期 115,237,936 株

(注)期末自己株式数については、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（29年３月期　420,000株）を含めております。また、期中平均株式数の計算に
おいて控除する自己株式については、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（29年３月期　210,575株）及び株式給付信託（従業員持株会型ＥＳＯＰ）
が保有する当社株式（28年３月期　120,833株）を含めております。

（参考）個別業績の概要

平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 6,606 6.5 1,441 △20.9 1,383 △22.5 1,410 2.4

28年3月期 6,204 1.4 1,821 △11.4 1,785 0.6 1,377 10.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 12.39 10.83

28年3月期 11.62 10.44

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 92,934 31,988 34.4 252.34

28年3月期 102,334 24,794 24.0 217.21

（参考） 自己資本 29年3月期 31,988百万円 28年3月期 24,586百万円

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は今後様々な要因により大きく異なる可能性があります。



 

資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳 

29年３月期の配当のうち、資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳は以下のとおりであります。 

基準日 期末 合計 

１株当たり配当金 ０円79銭 ０円79銭

配当金総額 100百万円 100百万円

（注）純資産減少割合 0.003 

 



【添付資料】 

 

添付資料の目次 

 

１． 経営成績等の概況 ··································································· 2 

(1) 当期の連結会計年度の経営成績 ······················································ 2 

(2) 当期の財政状態の概況 ····························································· 3 

(3) 当期のキャッシュ・フローの概況 ···················································· 3 

(4) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ······································ 4 

(5) 事業等のリスク ··································································· 4 

２． 企業集団の状況 ····································································· 8 

３． グループ経営方針 ·································································· 11 

(1) 会社の経営の基本方針 ···························································· 11 

(2) 目標とする経営指標 ······························································ 11 

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 ······································· 11 

４． 会計基準の選択に関する基本的な考え方 ·············································· 14 

５． 連結財務諸表 ······································································ 15 

(1) 連結貸借対照表 ·································································· 15 

(2) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ············································· 17 

(3) 連結株主資本等変動計算書························································· 19 

(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 ····················································· 21 

(5) 連結財務諸表に関する注記事項 ····················································· 23 

（継続企業の前提に関する注記） ··················································· 23 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） ································· 23 

（会計方針の変更） ······························································· 25 

（表示方法の変更） ······························································· 26 

（追加情報） ····································································· 26 

（連結貸借対照表関係） ··························································· 27 

（連結損益計算書関係） ··························································· 29 

（連結包括利益計算書関係） ······················································· 31 

（連結株主資本等変動計算書関係） ················································· 32 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） ············································· 34 

（セグメント情報等） ····························································· 34 

（１株当たり情報） ······························································· 38 

（重要な後発事象） ······························································· 38 

６． 個別財務諸表 ······································································ 39 

 (1) 貸借対照表 ······································································ 39 

(2) 損益計算書 ······································································ 41 

(3) 株主資本等変動計算書 ···························································· 42 

７． その他 ············································································ 44 

(1) 役員の異動 ······································································ 44 

 

 

1

㈱ＴＯＫＡＩホールディングス(3167) 平成29年３月期決算短信



１．経営成績等の概況 
  

(1) 当期の経営成績の概況 

当連結会計年度の経営成績 

当連結会計年度における国内経済は、個人消費は持ち直しの状況にあり、雇用情勢についても改善が見られるな

ど、緩やかな回復基調で推移したものの、中国をはじめアジア新興国経済の下振れリスクや米国新政権の政策動向

など、海外情勢の不安材料により、先行きについては不透明な状況が続いております。 

当社グループは、中期経営計画「Innovation Plan 2016 “Growing”」を「事業収益力の強化」を実現する３ヵ年

計画として平成26年度よりスタートさせ、当連結会計年度はその最終年度でありました。当社グループは、エネル

ギーや情報通信などのサービスを個人から法人のお客様まで幅広く提供しておりますが、新規参入や規制緩和等に

より、いずれのサービスも顧客獲得競争は年々激しさを増しております。そのようななか、「取引の複数化」「お客

様との強固な関係づくり」を目的とするＴＬＣ（Total Life Concierge[トータルライフコンシェルジュ]の略、以

下同じ）構想の推進・実現をテーマに掲げ、ガス・ＩＳＰ・ＣＡＴＶ・アクアなどのサービスに、当連結会計年度

より新たに電力を加え、単独からセット販売（セット割引・契約数によるポイント付与）まで、お客様のニーズに

合ったサービスの提供に積極的に取り組んでまいりました。 

当連結会計年度における業績については、売上高はガスの販売価格の引下げ等により178,631百万円（前連結会計

年度比1.3％減）となりましたが、利益面では当期の重点方針であった光コラボ、アクア事業の収益改善が順調に進

んだことなどにより、営業利益は12,750百万円（同54.6％増）、経常利益は12,775百万円（同56.7％増）、親会社株

主に帰属する当期純利益は7,337百万円（同112.1％増）といずれの利益項目も過去最高益を更新いたしました。 

また、当連結会計年度末における継続取引顧客件数は2,564千件（同６千件増）、ＴＬＣ会員サービスの会員数は、

586千件（同94千件増）となりました。 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

 

（ガス及び石油） 

液化石油ガス事業につきましては、当連結会計年度は新たに岐阜県に進出を果たすなど、１都11県で顧客獲得活

動に積極的に取り組み、その結果、需要家件数は前連結会計年度から８千件増加し、588千件となりました。一方、

液化石油ガスの販売数量については前年並みとなりましたが、前連結会計年度に実施した仕入価格低下による販売

価格の引下げにより、売上高は前連結会計年度を下回りました。 

都市ガス事業につきましても、需要家件数は前年並みの54千件となりましたが、原料費調整制度による販売単価

の低下などにより、売上高は前連結会計年度を下回りました。 

これらにより、当セグメントの売上高は73,344百万円（同9.2％減）となりましたが、営業利益は6,942百万円

（同0.4％減）と前連結会計年度並みとなりました。 

 

（建築及び不動産） 

建築及び不動産事業につきましては、住宅販売やリフォーム事業などの受注が減少したことで、当セグメントの売

上高は19,511百万円（同7.0％減）となり、建物管理サポートなどで増益となったものの営業利益も461百万円（同

31.7％減）の減益となりました。 

 

（ＣＡＴＶ） 

ＣＡＴＶ事業につきましては、引き続き放送及び通信のセット販売による割引施策に加え、大手携帯キャリアと

の連携によるスマートフォンとのセット割引により、新規顧客の獲得を推し進めました。 

加えて、コミュニティチャンネルによる地域の情報発信の充実や解約予防策としてカスタマーサポートの強化を

行うなど、顧客満足度の向上に努めた結果、放送サービスの顧客件数は前連結会計年度末から９千件増加し、508千

件となりました。また通信サービスの顧客件数は前連結会計年度末から15千件増加し、225千件となりました。 

当セグメントの売上高は、顧客件数の増加により25,396百万円（同3.2％増）、営業利益は2,331百万円（同

100.7％増）となりました。 

 

（情報及び通信サービス） 

ブロードバンド事業につきましては、新規顧客の獲得、及び既存顧客の光コラボサービス「＠Ｔ ＣＯＭヒカリ」

「ＴＮＣヒカリ」への転用を積極的に推進した結果、光コラボの顧客件数は前連結会計年度末から79千件増加し、

299千件となりました。大手携帯キャリアを始めとした新規参入者の競合が激しい中、ＦＴＴＨ全体の顧客件数は

720千件、ＡＤＳＬを含むブロードバンド全体の件数は794千件と前連結会計年度末から39千件減少しました。 

当セグメントの売上高は、光コラボの顧客増等により49,508百万円（同11.9％増）、営業利益についても3,065百
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万円（同269.5％増）と大幅に増加しました。 

 

（アクア） 

アクア事業につきましては、当社ブランド「おいしい水の贈りもの うるのん」について、国内各地の大型商業施

設などで顧客獲得活動に積極的に取り組み、その結果、アクアの顧客件数は前連結会計年度末から２千件増加し、

135千件となりました。 

これらにより、当セグメントの売上高は5,762百万円（同5.0％増）となり、加えて顧客獲得費用、広告宣伝費の

抑制を図ったこと等により、営業利益は101百万円（前連結会計年度は1,275百万円の損失）と、黒字に転換しまし

た。 

 

（その他） 

介護事業につきましては、利用者数の増加により、前連結会計年度と比べ売上高は増加しました。 

造船事業につきましては、船舶の修繕工事量が増加したことにより、前連結会計年度と比べ売上高は増加しまし

た。 

婚礼催事事業につきましては、婚礼挙式組数、催事の利用が前連結会計年度並みに推移し、売上高も同様に前連

結会計年度並みとなりました。 

これらにより、当セグメントの売上高は5,108百万円（同4.8％増）と増加し、営業利益は112百万円（前連結会計

年度は197百万円の損失）となりました。 

 

・今後の見通し 

今後の見通しにつきましては、国内景気は緩やかな拡大が見込まれるなか、規制緩和等により異業種からの参入や

事業者間で提携が進むなど、業種・業態の垣根を越えて、顧客獲得競争は激しさを増しております。 

当社グループは、リテール顧客へのサービス提供を主力事業としており、様々な生活インフラを提供できるトータ

ルライフコンシェルジュとして、ＴＬＣ構想の実現とともに、事業収益力の強化・拡大を図ってまいります。 

このような状況のもと、2020 年をターゲットとするＴＯＫＡＩグループの新中期経営計画「Innovation Plan 

2020“JUMP”」がスタートしました。掲げた目標実現に向け、邁進してまいります。 

初年度にあたる 2017 年度の連結業績見通しについては、Innovation Plan 2020“JUMP”の収益目標達成に向

けて、顧客獲得にかかる先行費用等を織り込み、以下の通りとなります。 

 

＜2017 年度連結通期見通し＞ 

 

売上高  189,400 百万円                （前期比 6.0％増） 

営業利益 11,410 百万円             （  同  10.5％減） 

経常利益 11,360 百万円            （  同  11.1％減） 

親会社株主に帰属する当期純利益  6,450 百万円 （  同  12.1％減） 

 

なお、上記業績予想は、現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後、様々

な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 

 

（2）当期の財政状態の概況 

当連結会計年度末における資産合計は161,112百万円となり、前連結会計年度末と比較して808百万円の増加となり

ました。これは主として、減価償却等により有形固定資産が1,417百万円減少しましたが、時価の上昇等により投資

有価証券が2,196百万円増加したこと等によるものであります。 

負債合計は104,665百万円となり、前連結会計年度末と比較して13,666百万円の減少となりました。これは主とし

て、転換社債型新株予約権付社債の転換や借入金の返済等により、有利子負債が17,273百万円減少したこと等による

ものであります。 

純資産合計は56,446百万円となり、前連結会計年度末と比較して14,475万円の増加となりました。これは主として、

剰余金の配当により2,159百万円減少した一方で、親会社株主に帰属する当期純利益7,337百万円を計上したこと及び

転換社債型新株予約権付社債の転換により7,200百万円増加したこと等によるものであります。 

 

（3）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前連結会計年度末から933百万円

減少し3,111百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、26,692百万円の資金の増加（前連結会計年度比＋5,296百万円）となりまし

た。これは税金等調整前当期純利益及び非資金項目である減価償却費等の要因により資金が増加したことによるもの

であります。 

また、前連結会計年度に比べて営業活動によるキャッシュ・フローが大幅に増加しておりますが、これは税金等調

整前当期純利益の増加等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、10,985百万円の資金の減少（前連結会計年度比＋30百万円）となりました。

これは有形及び無形固定資産の取得等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、16,643百万円の資金の減少（前連結会計年度比△7,492百万円）となりまし

た。これは有利子負債の削減に努めたこと等によるものであります。 

また、前連結会計年度に比べて財務活動によるキャッシュ・フローが大幅に減少しておりますが、これは、転換社

債型新株予約権付社債の発行による収入がないこと、及び有利子負債の削減を積極的に進めたこと等によるものであ

ります。 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は次のとおりであります。 

 

 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

自己資本比率（％） 18.6 21.6 25.7 25.6 34.5

時 価 ベ ー ス の

自己資本比率（％）
21.0 23.2 36.3 41.4 67.4

キャッシュ・フロー

対 有 利 子 負 債 比 率
3.6 3.7 2.7 3.3 2.0

イ ン タ レ ス ト ・ カ

バ レ ッ ジ ・ レ シ オ
17.4 19.1 28.0 29.3 48.9

（注）自己資本比率              ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率        ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業活動キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業活動キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業活動キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用しております。

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、社債及び借入金を対象としております。また、利払いについては、

連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

 

 

(4) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
利益配分については、連結業績を反映した利益還元を基本としながら、安定的な配当の継続に努めていく方針です。 

当期の１株当たり配当金は、中間配当11円、期末配当17円の年間28円を予定しております。 

次期の１株当たり配当金は、中間配当14円、期末配当14円の年間28円を予定しております。 

 

 (5) 事業等のリスク 

当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性がある主な原因について、以下のとおり認識しており、

これらリスクの発生防止や軽減に努めております。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

 

・金利動向の影響について 

当社グループは、ガス及び石油事業、建築及び不動産事業、ＣＡＴＶ事業、情報及び通信サービス事業、アクア

事業等において経営基盤の強化・拡充を図っております。一方で、中期経営計画に基づくキャッシュフロー経営に

よって有利子負債の削減、自己資本比率の向上に努めております。しかし、今後の金利動向によっては、当社グル
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ープの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・事業提携やＭ＆Ａについて 

当社グループは、既存サービス等との相乗効果が期待できる場合や、新サービスを導入することにより将来的な

事業展開につながる可能性があると判断した場合には、事業提携やＭ＆Ａ等について積極的に検討をしていく方針

です。しかしながら、提携先の事業や譲受事業等が計画どおりに進展せず、期待した成果が上がらない場合は、当

社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・投資資金の回収について 

当社グループの事業の中核を形成するガス及び石油事業、ＣＡＴＶ事業、情報及び通信サービス事業は、事業拡

大のために多額の設備投資を行っております。また、新たな技術の開発・導入やこれに伴う新しいサービスを提供

し、事業を拡大していくためには、既存の投資計画の変更・見直しを余儀なくされることがあります。投資効果を

検証し、投資計画の見直しを適宜行っておりますが、景気動向・市場動向等、情勢に大きな変化が生じた等の理由

により、当初想定していた投資収益が期待できなくなる可能性があります。その場合には、投下した投資資金の回

収が遅れる可能性があります。 個別の投資案件に係る収支状況については担当事業部等が常に把握し、必要に応じ

て事業計画の見直しを行うなど、投資資金の回収可能性について厳格に管理を行っておりますが、経済情勢の急激

な変化、突然の需要減退等の環境変化に対応できず、所期の投資成果が期待できない可能性が高くなった場合には、

固定資産の減損処理が必要になるなど、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・与信管理について 

当社グループは、債権管理規程等の社内ルールを策定し、取引先の与信管理・債権管理に係る体制整備・強化に

努めておりますが、取引先の経営状況が悪化し、売掛金・貸付金等の回収が遅延したり、貸し倒れ等が発生するこ

と等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・個人情報の管理について 

当社グループは、個人情報取扱事業者として、「個人情報保護ポリシー」を定め、ホームページ等で開示しており

ます。当社グループは、個人情報保護法等の法令及び社内規程に基づき顧客情報の取り扱いに細心の注意を払って

おりますが、万一、大規模な顧客情報の流出等が生じた場合には、風評による社会的信用の失墜や損害賠償金の支

払等によって、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・情報システムの障害発生について 

当社グループでは、情報及び通信サービス事業を中心に、自社の情報処理システムやデータセンター・自社回線

等によるサービスを提供しております。システム障害の防止には細心の注意を払っておりますが、機器不良及び人

為的なミス、大規模な自然災害等により情報システムの停止、誤作動等の障害が発生する可能性があり、これらの

事故によって、当社グループにおけるサービス提供の継続が困難となった場合には、風評による社会的信用の失墜

や損害賠償金の支払等によって、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・法的規制について 

当社グループの事業は多岐に亘っており、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律、ガス事業

法、宅地建物取引業法、建設業法、放送法、電気通信事業法、青少年ネット規制法等、関係する法令や監督官庁も

様々です。また、訪問販売等の事業に適用される特定商取引法や、下請会社を使う事業に共通な下請法の規制を受

けております。さらに一般消費者に直結した事業が多いため、昨今の消費者保護行政の強化を受け、適用される法

令や行政指導も増加する傾向にあります。また、将来において、現在予測し得ない法的規制等が設けられる可能性

があり、これらに適切に対応できなかった場合には、行政当局等からの指導・摘発等を受けることとなり、風評に

よる社会的信用の失墜等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・訴訟について 

当社グループが事業活動を行う過程において、相手方が法人・個人を問わず、トラブル・クレーム等が訴訟に発

展する可能性があります。取引上のトラブルの発生を未然に防止するべく、法務室等の専門管轄部署が契約書の事

前チェックや契約相手の信用調査、法的対応を行っており、必要に応じて取締役会及び監査役会に報告する管理体

制となっております。しかし、万一訴訟を提起された場合には、風評による社会的信用の失墜や損害賠償金の支払

等によって、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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・大規模災害の発生について 

当社グループの事業展開エリアは、静岡県及び関東地区が大きな割合を占めておりますが、静岡県は東海地震・

南海トラフ地震、関東は首都直下型地震など大規模地震の発生が想定されています。地震等の大規模災害の発生に

より、当社グループの人員・施設等に大きな被害が発生するだけでなく、事業継続に不可欠な電力の供給不能や、

通信回線等の障害が長期化する場合や、道路等の交通インフラの遮断が長期化する場合には、事業の維持・継続に

支障が生じ、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・カントリーリスクについて 

当社グループは、ガス及び石油事業、アクア事業、システムイノベーションサービス事業部門等において、海外

への事業展開及び海外企業との取引を行っております。現地の商習慣や法律・規制等の制約、人件費の高騰、為替

レートの変動、テロ等による社会的混乱等により、事業展開及び取引に重大な支障が生じた場合には、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・他社との競合について 

ガス及び石油事業や情報及び通信サービス事業等における競合事業者には、当社グループより大きな資本力、技

術力、販売力等を有している企業が数多く存在しており、近年、益々競合関係が激化する傾向にあります。 

また、液化石油ガス、都市ガス、電力等、エネルギー間競争が激化しており、液化石油ガス仕入価格の上昇を販

売価格に転嫁することが困難となる可能性があります。  

ＣＡＴＶ事業においては、大手通信事業者によるＩＰ放送の提供等、従来の事業の枠を越えて競争が激化してお

ります。  

これらの同業者、異業種業者との競争が当社グループの想定を上回って激化した場合は、当社グループの経営成

績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・ガス仕入価格及び為替の変動について 

ガス及び石油事業における主力商品である液化石油ガスの仕入価格は、その大半を中近東からの輸入に依存して

いる関係上、地政学的要因や需給バランス等に起因する市況や為替変動の影響を受けます。この市況や為替変動に

よる影響を最小限に食い止めるべく、一部固定化のためのヘッジ取引を実施する場合があります。これは、原料価

格の急激な上昇による販売価格への影響を抑えるために行うものですが、実際の仕入時点における商品価格が、予

想に反して大幅に下落した場合には、価格の固定化により損失が発生し、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

・不動産市況悪化のリスクについて 

当社グループは不動産事業を行っておりますが、不動産価格が大幅に下落した場合には、販売用不動産の評価額

の引下げ、自社不動産の減損処理が必要になるなど、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

・気候変動の影響について 

ガス及び石油事業、アクア事業においては、天候、特に気温・水温の影響を大きく受けます。猛暑・厳冬等の異

常気象が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・ＣＡＴＶ事業、情報及び通信サービス事業等における技術陳腐化について 

当社グループが行っているＣＡＴＶ事業、情報及び通信サービス事業では、技術革新が目覚ましいスピードで進

んでおります。技術革新により当社製品及びサービスの陳腐化や市場の喪失が発生した場合、技術革新に対応でき

ない場合及び新たなサービス提供のための設備投資が十分でない場合には、競争力の低下につながり、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・仕入先、業務委託先、下請先との関係について 

当社グループは、ガス及び石油事業、建築及び不動産事業、ＣＡＴＶ事業、情報及び通信サービス事業、アクア

事業等、多くの事業において商品の仕入を行い、また、業務の一部を他社に委託するもしくは下請に出す等を行っ

ております。これらの仕入・業務委託・下請先において、何らかのトラブル等が発生し、お客様へ安定的な商品・

サービスの提供が困難になる事態が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

  

6

㈱ＴＯＫＡＩホールディングス(3167) 平成29年３月期決算短信



・特定の取引先・受注先への依存について 

当社グループのソフトウェア開発事業は、特定のシステムインテグレータに対する依存度が比較的高い水準にあ

りますが、高度な要請に的確に応えることにより、システム構築・運用ノウハウ等を培い、より強固な関係を築い

てまいりました。しかしながら、取引先システムインテグレータの経営状況や事業戦略の変更等があった場合は、

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループのブロードバンドサービスは、キャリア事業者と連携し販売代理店契約を結んだ家電量販店等によ

る個人向け販売及び提携関係にあるＩＳＰ事業者を通した卸売販売を行っておりますが、キャリア事業者、家電量

販店等及びＩＳＰ事業者の事業戦略等に変更があった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

また、モバイル事業として、当社グループはソフトバンク㈱の代理店事業及び㈱ＮＴＴドコモより回線を借り受

けた格安ＳＩＭの販売事業を行っております。同社の事業戦略、代理店施策及び回線の借り受け価格等に重要な変

更があった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・受注業務における不採算取引の発生について 

当社グループの建築及び不動産事業等における、大手メーカー・ゼネコン等からの受注・下請業務においては、

何らかのトラブル等が発生し、納期が遅れる、受注先の検収条件を満たせない等の事態により、採算が悪化した場

合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループのソフトウェア開発事業等においては、引き合い・見積もり・受注段階から、プロジェクト管理の

徹底を図り、効率的なシステム構築・開発を目指しております。しかしながら、納入後の不具合の発生、お客様か

らの開発方式の変更要求、仕様追加の発生等、工数の追加、開発途上の不測事故等により採算が悪化した場合は、

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・食品提供における衛生管理・品質管理について 

当社グループは、アクア事業において宅配水ボトルの製造販売業務を、婚礼催事事業部門等において飲食物等の

提供を行っておりますが、提供する飲食物等の品質や衛生管理上の問題が生じた場合には、風評による社会的信用

の失墜や損害賠償金の支払等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

・規制緩和の影響について 

順次実施される電力及び都市ガスのシステム改革による家庭向け小売市場の自由化、また通信業界において、Ｎ

ＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本による光回線卸サービスの提供によって、異業種からの新規参入や大規模事業者の提供

エリア・サービス拡大等が予想されます。販売競争や価格競争等が当社グループの想定上回って激化した場合は、

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社グループは、当社、子会社22社及び関連会社５社により構成されております。事業内容がエネルギー、住宅

建築・不動産販売、ＣＡＴＶ、情報通信サービス、アクア、婚礼催事サービス等と多岐にわたっておりますが、事

業セグメントは、６区分となっております。セグメント毎の主な事業部門の内容、当社及び関係会社の当該部門に

おける位置づけは、次のとおりであります。 

 

(1) ガス及び石油事業 

 当社グループの中核となる事業セグメントであり、次の４事業部門により構成されております。 

 

（液化石油ガス・石油事業部門） 

液化石油ガス、液化天然ガス、石油製品及びこれらに関連する機器工事の販売等が主たる事業内容であり、㈱ザ・

トーカイ、東海ガス㈱及び㈲大須賀ガスサービスが販売を行い、主に㈱ザ・トーカイが仕入を行っております。 

また、東海造船運輸㈱が関連する陸上輸送を行い、㈱ザ・トーカイ、㈱ＴＯＫＡＩホームガス及び東海ガス㈱が顧

客の管理及び新規開拓等を行っているほか、㈱エナジーラインが充填・配送を行っております。 

このほか、㈱ザ・トーカイが各種高圧ガス容器の再検査及び塗装を行っており、㈱ジョイネットが液化石油ガスの

製造を行っております。 

海外においては、ミャンマー連邦共和国ヤンゴン市に所在するTOKAI Myanmar Co., Ltd.が液化石油ガスに関連す

る機器工事の販売を行っております。 

 

（都市ガス事業部門） 

東海ガス㈱が静岡県焼津市、藤枝市等において、都市ガス（天然ガス）を供給しております。 

 

（高圧ガス事業部門） 

㈱ザ・トーカイが酸素、窒素等の高圧ガス及び関連機材の販売を行っており、関連会社静岡液酸㈱が高圧ガスの製

造を行っております。 

 

（セキュリティ事業部門） 

㈱ザ・トーカイがセキュリティ（機械警備業務）サービスを行っております。 

 

(2) 建築及び不動産事業 

㈱ザ・トーカイが住宅、店舗等の建築、設計、設備機器の販売、不動産の開発、売買、賃貸及び仲介等を行っており

ます。 

また、㈱ザ・トーカイと東海ガス㈱がリフォーム事業を行っております。 

 

(3) ＣＡＴＶ事業 

㈱ＴＯＫＡＩケーブルネットワーク、㈱いちはらコミュニティー・ネットワーク・テレビ、厚木伊勢原ケーブルネッ

トワーク㈱、㈱イースト・コミュニケーションズ、エルシーブイ㈱、㈱倉敷ケーブルテレビ、㈱トコちゃんねる静岡及

び関連会社東京ベイネットワーク㈱がＣＡＴＶ事業を、㈱ネットテクノロジー静岡がその関連事業を行っております。 

（注）東京ベイネットワーク㈱は平成29年３月15日に株式の取得により持分法適用関連会社化いたしました。 

(4) 情報及び通信サービス事業 

 情報及び通信サービス事業については、次の４事業部門により構成されております。 

 

（システムイノベーションサービス事業部門） 

㈱ＴＯＫＡＩコミュニケーションズがソフトウェアの開発、情報処理サービス及び関連機器の販売を行っておりま

す。 

また、台湾台北市に所在する関連会社雲碼股份有限公司（クラウドマスター）がソフトウェアの開発、情報処理サ

ービス及び関連機器の販売を行っております。 

 

（企業向け通信事業部門） 

㈱ＴＯＫＡＩコミュニケーションズが光ファイバー賃貸サービス、データ伝送サービスを行っております。 
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（ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨ事業部門） 

㈱ＴＯＫＡＩコミュニケーションズが静岡県内ではＴＯＫＡＩネットワーククラブ（ＴＮＣ）及びＷｅｂしずお

か、静岡県を除く全国では＠Ｔ ＣＯＭ（アットティーコム）のブランドで直販を行っており、また、静岡県及び関

東地域においてＡＤＳＬ回線の卸売を行っております。 

 

（モバイル事業部門） 

㈱ＴＯＫＡＩコミュニケーションズがソフトバンク㈱の代理店としてショップの運営、顧客の取次業務等を行って

おります。また、㈱ＮＴＴドコモより回線を借り受けた格安ＳＩＭ「ＬＩＢＭＯ」の販売を行っております。 

 

(5) アクア事業 

㈱ザ・トーカイが天然水等を利用した飲料水の製造及び販売を行っており、東海造船運輸㈱が関連する陸上輸送及び

宅配を行っております。 

また、拓開（上海）商貿有限公司が中国上海市及びその近郊において飲料水の販売を行っております。 

 

(6) その他の事業 

 その他の事業については、次の3事業部門により構成されております。 

 

（婚礼催事ホテル事業部門） 

㈱ブケ東海三島が静岡県三島市において総合結婚式場及び催事場の運営を行っており、トーカイシティサービス㈱

が静岡市「葵タワー」において婚礼催事会場「グランディエール ブケトーカイ」を運営しております。 

また、関連会社㈱和栄がホテル事業を行っております。 

（注）平成29年３月31日付をもって㈱ブケ東海三島は同社が運営する婚礼祭事会場「ブレクローシュ ブケ東海三島」

を閉館いたしました。 

 

（船舶修繕事業部門） 

東海造船運輸㈱が主として遠洋・近海漁業船舶等の修繕工事を行っております。 

 

（その他サービス事業部門） 

㈱ザ・トーカイが保険代理店事業を、ＴＯＫＡＩライフプラス㈱が介護事業を行っております。 

また、関連会社㈱ＴＯＫＡＩヒューマンリソースエボルが労働者派遣事業を行っております。 
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（平成29年3月末現在） 

企業集団等の状況について図示すると次のとおりであります。 

（当社）（事業区分） （事業部門） （事 業 会 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．○連結子会社（22社）、＊持分法適用関連会社（５社） 

（注）２．矢印は商品・サービスの流れを示す。 

（注）３．上記のほか、㈱ＴＯＫＡＩマネジメントサービス（連結子会社）が、グループ会社の人事・経理・総務等、 

（注）  間接部門業務を受託しております。 

ユ

ー

ザ

ー

船 舶 修 繕 
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３．グループ経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、平成 23 年 4 月、｢企業理念｣、｢ミッション｣、｢ビジョン｣、｢バリュー｣の 4層から成る｢ＴＯＫＡＩ‐Ｗ

ＡＹ｣を理念体系として策定し、当社グループ全体で共有することで、新たなスタートを踏み出しました。 

社会環境や顧客ニーズが急速に変化する中で、当社グループが一体となって運営し、｢256 万件の顧客力｣、｢総

合力｣、｢機動力｣を十分に活かし、グループ全体で持続的成長を図ってまいります。 

 

1）企業理念（当社グループの信条） 

「お客様の暮らしのために。地域とともに、地球とともに、成長・発展し続けます。」 

私たちは暮らしを総合的に支える企業体として、創業以来培ってきた自らの力と可能性を原動力に、地域そして

地球とのつながりを深めながら、お客様の幸せへの貢献を続けていきます。 

 

2）ミッション（当社グループが社会・顧客・株主に対して果たすべき使命） 

「変革し、挑戦し、実現する。」 

私たちは、お客様のお役に立つ強い信念のもと、自己変革に絶えず挑戦して暮らしのニーズを先取りし、「安

心・安全」「便利・快適」「喜び・生きがい」のご提供を実現します。 

 

3）ビジョン（当社グループが目指すべき長期事業目標） 

「全国展開から世界への持続的な歩みを通してお客様の求める商品サービスをワンストップで 

 提供するＴＬＣ（トータルライフコンシェルジュ）へ。」 

グローバル化する社会環境の中でグループの総合力をさらに強化し、生活密着・地域密着の多彩なサービスを

次々とお届けして、21 世紀の日本を代表するトータルライフコンシェルジュを目指します。 

 

4）バリュー（当社グループの社員が行動する上で大切にするべき共通価値観） 

「ずっと、あなたとともに笑顔と感動を」 

・みんなをつなぐコミュニケーションで。 

身近なパートナーとして、大切にするのはコミュニケーション。チームの力を活かして、皆様に新たな感動を

生みだします。 

・安心・安全・充実をあなたのそばに。 

安心・安全を第一に、常に感謝の心と、最善のサービスをお届けします。 

・心にいつもプロの熱意と誇りを持って。 

いつまでも選ばれ続けるプロフェッショナルであるために、日々自己を磨き、自由な発想で仕事を面白くして

いきます。 

・地域と共に未来につなぐ成長を。 

子供からお年寄りまで安心して暮らせる地域環境、自然環境づくりや地域活性化に貢献します。 

  

(2) 目標とする経営指標 

平成 26～28 年度の中期経営計画「Innovation Plan 2016“Glowing”」においては、引き続き財務体質の改善を

推進する一方で、収益力の回復を大きな目標に掲げております。光コラボレーションモデルの顧客件数が順調に増

加するとともに、アクア事業において黒字化を達成したこと等により、平成 29 年 3 月期の営業利益は 12,750 百万

円となり、過去最高益を達成しました。今後も一層の収益力の向上を図ってまいります。 

  

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

当社グループは、平成 23 年 4 月にホールディングス体制に移行し、主に財務体質改善を最優先課題として経営

を進めてまいりました。当連結会計年度は中期経営計画「Innovation Plan 2016 “Growing”」の最終年度にあた

り、本計画期間では収益力の回復、また継続的に財務体質の改善に取り組んでまいりました。その結果財務面では

経営統合前に 1,240 億円あった有利子負債残高を 541 億円まで削減し、自己資本比率についても利益の蓄積、自己

株式の処分などにより経営統合前の 7.7％を 34.5％まで向上させる等成果を収めることができました。さらに収益

面においても、光コラボレーションモデル（以下「光コラボ」）の顧客件数が順調に増加するとともに、アクア事

業において黒字化を達成したこと等により、平成 29 年 3 月期の営業利益は 12,750 百万円となり、過去最高益を達

成しました。一方で、当社グループの収益基盤である顧客件数は、各事業分社における競争が激化し、当連結会計

年度末で 256 万件と微増に留まりました。当社グループは今後一層収益力の強化を図るべく、リテール各事業にお

ける競争力の強化、顧客基盤の維持・拡大を図ってまいります。 

また、エネルギー分野においては、電力及び都市ガスの小売全面自由化により、エネルギー関連事業者を中心
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として電力・都市ガスへの新規参入、またセット販売による顧客獲得競争の激化が予想されます。当社グループ

は東京電力株式会社（現：東京電力エナジーパートナー㈱）との業務提携により平成 28 年４月より電力をライ

ンナップに加えました。ＬＰガス・都市ガスをはじめ、情報通信、ＣＡＴＶ、アクアに電力を加え、当社グルー

プの生活インフラサービスを複合的に提供することで、他社との差別化を図り、新規顧客の獲得、既存顧客の解

約防止を積極的に推進してまいります。 
今後も当社グループはＴＬＣ構想に基づき、事業環境の変化に柔軟に対応し、新事業・サービスの創出に取り組

むとともに、お客様との接点を強化し、あらゆる生活インフラサービスを総合的に提供することを目指してまいり

ます。 

当社グループのガス事業を取り巻く環境は、人口の減少や消費者のライフスタイルの変化、さらにはエネルギ

ー事業者間での競合、原油価格の変動等により、販売競争・価格競争がさらに激化することが想定されておりま

す。 

ＬＰガス事業につきましては、地域社会の生活を支えるとともに、緊急時にも貢献できる分散型エネルギーとし

て、社会的に重要性が再認識されております。当社グループは配送業務や検針等の客先業務の効率化を進め、効率

化・コスト低減による価格競争力の強化を図るとともに、エリアの拡大及びＭ＆Ａによる新規顧客の獲得を進める

ことで、顧客基盤の維持・拡大を図ってまいります。 
都市ガス事業につきましては、平成 29 年 4 月より都市ガスの小売全面自由化が開始され、今後様々な新規事業

者の参入が想定されております。これに対し、当社グループは地域密着の都市ガス事業者として、一層の保安体制

の充実や、地域・顧客に根差した付加サービス・商品の提供に取り組み、事業基盤の確立と継続的な成長を実現し

てまいります。 

ＣＡＴＶ事業につきましては、大手通信事業者が提供する放送・通信・電話サービスと依然競合しており、厳し

い状況にあります。これに対し、本業である放送サービス顧客の獲得を進めるとともに、通信サービスとのセット

商品の提供を推進してまいります。また、独自のサービスであるコミュニティチャンネルについては、視聴者参加

型番組、また地域イベント、スポーツの生中継など、より地域に密着した活動と情報発信に努めることで、本コン

テンツを活用した営業活動を推進してまいります。今後も地域に根差したサービスを開発・展開していくことで、

ＣＡＴＶの価値を訴求し、収益の維持・拡大を図ってまいります。 

情報通信事業につきましては、技術革新のスピードが速く、同時にお客様ニーズへの迅速な対応が要求されてお

り、激しい競争下に置かれています。情報通信システム分野では、クラウドコンピューティングの進展に合わせ、

グループの光ファイバーネットワーク網とデータセンター、システム開発を三位一体で提供するソリューションサ

ービスを展開するなど、ストックビジネスの拡充により一層の成長を図るとともに、発展著しいビックデータ・Ｉ

ｏＴ分野のサービス・ソリューションの創出と展開に取り組んでまいります。 

ブロードバンド分野につきましては、国内ブロードバンド市場におけるＦＴＴＨの伸びが鈍化することが予測さ

れる中、平成 27 年 2 月よりＮＴＴより光回線サービス卸提供を受け、光回線によるインターネット接続サービス

をワンストップ提供する光コラボのサービス提供を開始し、新規獲得・既存ＩＳＰ顧客のサービス変更（転用）に

よるＡＲＰＵの上昇に取り組んでまいりました。その結果、当連結会計年度末における光コラボの顧客件数は 299
千件となり、収益拡大の大きな原動力となりましたが、一方では光コラボにおける事業者間の顧客獲得競争は激化

しております。今後も新規獲得・転用を積極的に推進し、事業基盤の強化を進めてまいります。 

モバイル分野につきましては、平成 29 年２月より格安ＳＩＭサービス「ＬＩＢＭＯ」を開始致しました。今後

も成長が期待される格安ＳＩＭ市場において、競争力のある価格設定による独自サービスを展開し、収益拡大を図

ってまいります。また、光コラボ等の固定回線とのセット販売に取り組むことで、両サービスのさらなる拡販・顧

客の解約防止に取り組んでまいります。 

アクア事業については東日本大震災以降、安心・安全でおいしい水を求める消費者のニーズが急激に高まってお

り、市場の成熟期における需要獲得が急務となっております。当社グループは自然豊かな富士山麓で汲み上げたミ

ネラル豊富な天然水を、リターナブル方式によるブランド「おいしい水の宅配便」にて静岡県で展開し、ワンウェ

イ方式によるブランド「うるのん」を全国展開しております。また、「アクア富士山プラント」等自社工場では、

製造設備改修による品質向上と管理体制の強化を図り、引き続き安心・安全で高品質な飲料水を提供してまいりま

す。中国上海市に進出している拓開（上海）商貿有限公司では、「富士思源」を販売ブランドとして、中国上海市

にて宅配水サービスを展開しております。世界遺産に登録された富士山の水というブランド力を武器に、新たに開

発したインテリア性を備えた自社製ウォーターサーバーと定期メンテナンスサービスを組み合わせて安心・安全を

訴求し、有名百貨店での対面販売、またＷｅｂ・ＳＮＳを活用した顧客獲得を図ってまいります。 

平成 23 年 4 月に施設運営を開始した介護事業につきましては順調に推移しております。今後日本の社会の高齢

化がますます進んでいく中で、当社グループの事業展開もこうした社会環境への変化に対応していかなければなり

ません。今後もデイサービスを中心に、介護付有料老人ホーム等、運営施設の拡大を図ってまいります。さらに当

社グループが培った情報通信技術を活用し、介護利用者とご家族を繋ぐサービス等を展開することで、利用者の利

便性にも配慮した介護サービスの展開を進めてまいります。 
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各種の生活インフラサービスを提供する当社グループにとって、顧客との継続取引を維持するとともに、複数取

引を推進し、取引を拡大することが今後の成長に不可欠です。 

平成 24 年 12 月より、グループ横断の会員サービス「ＴＬＣ会員サービス」を提供しております。本制度は当社

グループのサービスの利用数・利用額等に応じて、当社の独自のポイントである「ＴＬＣポイント」を付与し、複

数取引等多くご利用いただくお客様に、より多く還元する制度です。 

本制度の会員数は順調に増加し、平成 29 年 3 月末時点で 586 千件を突破いたしました。当社グループのお客様

への還元制度として、またグループ横断でのお客様との接点として定着しつつあります。今後もポイント還元メニ

ューの拡大・強化、会員組織を生かしたイベントやサービス提供・優遇等によるメリット提供を推進し、各事業に

おいて本制度を活用した新規顧客の獲得と解約防止を図り、収益基盤を強化してまいります。 

また、当社グループとお客様との接点をより総合的に活用していくために、各事業・サービスにおける取り組み

に加え、グループ全体で対面・コールセンター・Ｗｅｂといったあらゆるチャネルの強化を図ってまいります。

日々収集される顧客情報を集積して分析し、お客様のニーズ・ライフスタイルに最適なサービスの提案・提供が可

能な体制を構築してまいります。 

ホールディングス体制のもと、以上のような取り組みにより、グループの大切な顧客基盤である 256 万件のお客

様 に、グループが有する多彩な商品・サービス、さらには新たな商品・サービスを提供し続けることで「ＴＬＣ

構想」の実現を目指してまいります。 
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 
当社グループの事業は主として日本国内であり、海外での活動が少ないことから、当面は日本基準を適用すること

としておりますが、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、検討をすすめていく方針であ

ります。 
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,077 3,239

受取手形及び売掛金 21,305 22,838

商品及び製品 4,307 3,676

仕掛品 610 645

原材料及び貯蔵品 694 737

繰延税金資産 886 743

その他 ※３ 6,626 ※３ 7,045

貸倒引当金 △391 △332

流動資産合計 38,117 38,594

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 104,921 107,539

減価償却累計額 △69,743 △73,821

建物及び構築物（純額） 35,178 33,718

機械装置及び運搬具 89,236 91,396

減価償却累計額 △67,162 △69,547

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 22,074 ※１ 21,848

土地 21,825 22,634

リース資産 23,294 23,502

減価償却累計額 △12,315 △12,633

リース資産（純額） 10,979 10,869

建設仮勘定 868 189

その他 13,540 14,330

減価償却累計額 △9,401 △9,944

その他（純額） 4,138 4,386

有形固定資産合計 ※５ 95,064 ※５ 93,647

無形固定資産

のれん 6,589 5,861

リース資産 675 568

その他 3,674 4,559

無形固定資産合計 10,940 10,988

投資その他の資産

投資有価証券 ※２ 7,236 ※２ 9,433

長期貸付金 105 87

繰延税金資産 1,790 1,350

退職給付に係る資産 2,360 2,397

その他 5,255 5,024

貸倒引当金 △599 △432

投資その他の資産合計 16,149 17,860

固定資産合計 122,153 122,496

繰延資産 31 21

資産合計 160,303 161,112
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,511 14,779

短期借入金 ※５,※７ 27,828 ※５,※７ 22,912

1年内償還予定の社債 758 578

リース債務 3,815 3,398

未払法人税等 1,954 3,484

賞与引当金 1,247 1,260

その他の引当金 212 434

その他 13,630 14,455

流動負債合計 62,958 61,304

固定負債

社債 984 406

転換社債型新株予約権付社債 10,000 2,800

長期借入金 ※５,※７ 31,839 ※５,※７ 27,440

リース債務 8,923 8,950

その他の引当金 68 101

退職給付に係る負債 308 364

その他 3,249 3,299

固定負債合計 55,373 43,361

負債合計 118,332 104,665

純資産の部

株主資本

資本金 14,000 14,000

資本剰余金 19,258 24,286

利益剰余金 9,870 15,048

自己株式 △6,409 △3,285

株主資本合計 36,719 50,048

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,153 2,126

繰延ヘッジ損益 230 720

為替換算調整勘定 1 △9

退職給付に係る調整累計額 2,958 2,768

その他の包括利益累計額合計 4,343 5,605

新株予約権 208 －

非支配株主持分 699 791

純資産合計 41,970 56,446

負債純資産合計 160,303 161,112
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

売上高 180,940 178,631

売上原価 ※１ 111,127 ※１ 105,590

売上総利益 69,812 73,040

販売費及び一般管理費 ※２ 61,566 ※２ 60,290

営業利益 8,245 12,750

営業外収益

受取利息 14 11

受取配当金 159 176

受取手数料 81 80

その他 516 450

営業外収益合計 772 719

営業外費用

支払利息 710 531

その他 157 161

営業外費用合計 868 693

経常利益 8,150 12,775

特別利益

固定資産売却益 ※３ 7 ※３ 8

伝送路設備補助金 68 63

補助金収入 138 2

投資有価証券売却益 0 0

新株予約権戻入益 － 98

特別利益合計 215 172

特別損失

固定資産売却損 ※４ 0 ※４ 8

固定資産除却損 ※５ 1,002 ※５ 831

減損損失 ※６ 693 －

貸倒損失 ※７ 234 －

特別損失合計 1,929 840

税金等調整前当期純利益 6,436 12,108

法人税、住民税及び事業税 2,900 4,487

法人税等調整額 23 197

法人税等合計 2,924 4,685

当期純利益 3,511 7,422

非支配株主に帰属する当期純利益 52 85

親会社株主に帰属する当期純利益 3,458 7,337
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（連結包括利益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当期純利益 3,511 7,422

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,227 973

繰延ヘッジ損益 324 490

為替換算調整勘定 △37 △12

退職給付に係る調整額 △1,172 △189

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 △0

その他の包括利益合計 ※１ △2,118 ※１ 1,260

包括利益 1,393 8,683

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,343 8,597

非支配株主に係る包括利益 50 86
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 14,000 22,315 7,803 △8,033 36,085

当期変動額

剰余金の配当 △1,391 △1,391

親会社株主に帰属する当期
純利益

3,458 3,458

転換社債型新株予約権付社
債の転換

－

自己株式の取得 △1,801 △1,801

自己株式の処分 149 211 360

自己株式の消却 △3,198 3,198 －

株式交換による増加 △7 15 7

連結子会社株式の売却によ
る持分の増減

－

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － △3,057 2,066 1,624 634

当期末残高 14,000 19,258 9,870 △6,409 36,719

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主
持分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 2,378 △94 44 4,130 6,458 260 662 43,467

当期変動額

剰余金の配当 △1,391

親会社株主に帰属する当期
純利益

3,458

転換社債型新株予約権付社
債の転換

－

自己株式の取得 △1,801

自己株式の処分 360

自己株式の消却 －

株式交換による増加 7

連結子会社株式の売却によ
る持分の増減

－

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△1,224 324 △42 △1,172 △2,115 △52 37 △2,131

当期変動額合計 △1,224 324 △42 △1,172 △2,115 △52 37 △1,496

当期末残高 1,153 230 1 2,958 4,343 208 699 41,970
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 14,000 19,258 9,870 △6,409 36,719

当期変動額

剰余金の配当 △2,159 △2,159

親会社株主に帰属する当期
純利益

7,337 7,337

転換社債型新株予約権付社
債の転換

4,221 2,978 7,200

自己株式の取得 △262 △262

自己株式の処分 806 407 1,213

自己株式の消却 －

株式交換による増加 －

連結子会社株式の売却によ
る持分の増減

△0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － 5,027 5,177 3,123 13,328

当期末残高 14,000 24,286 15,048 △3,285 50,048

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主
持分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 1,153 230 1 2,958 4,343 208 699 41,970

当期変動額

剰余金の配当 △2,159

親会社株主に帰属する当期
純利益

7,337

転換社債型新株予約権付社
債の転換

7,200

自己株式の取得 △262

自己株式の処分 1,213

自己株式の消却 －

株式交換による増加 －

連結子会社株式の売却によ
る持分の増減

△0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

973 490 △11 △189 1,262 △208 92 1,146

当期変動額合計 973 490 △11 △189 1,262 △208 92 14,475

当期末残高 2,126 720 △9 2,768 5,605 － 791 56,446
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 6,436 12,108

減価償却費 14,701 14,441

のれん償却額 2,033 1,200

減損損失 693 －

退職給付に係る資産及び負債の増減額 63 △251

受取利息及び受取配当金 △174 △188

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △0

支払利息 710 531

固定資産売却損益（△は益） △7 0

固定資産除却損 1,002 831

売上債権の増減額（△は増加） △1,140 △1,959

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,083 553

仕入債務の増減額（△は減少） 351 1,458

未払金の増減額（△は減少） 1,378 29

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,170 △94

預り金の増減額（△は減少） △878 655

その他 △371 635

小計 24,711 29,952

法人税等の支払額 △3,316 △3,260

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,395 26,692

投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 229 245

定期預金の預入による支出 △33 △0

定期預金の払戻による収入 40 －

有価証券の取得による支出 △17 △27

有価証券の売却による収入 0 0

有形及び無形固定資産の取得による支出 △11,435 △11,331

有形及び無形固定資産の売却による収入 162 202

工事負担金等受入による収入 117 138

貸付金の回収による収入 170 66

その他 △250 △279

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,015 △10,985
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △729 △545

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,239 △4,350

リース債務の返済による支出 △3,928 △3,902

長期借入れによる収入 9,594 7,850

長期借入金の返済による支出 △15,553 △12,815

社債の償還による支出 △2,458 △758

転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 9,980 －

自己株式の取得による支出 △1,801 △262

自己株式取得目的の金銭の信託の設定による支出 － △91

自己株式の処分による収入 429 384

配当金の支払額 △1,392 △2,158

非支配株主への配当金の支払額 △6 △5

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却に

よる収入
－ 12

セールアンド割賦バック取引による支出 △44 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,150 △16,643

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,223 △933

現金及び現金同等物の期首残高 2,821 4,044

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,044 ※１ 3,111
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

当社の全ての子会社22社を連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

当社の全ての関連会社5社に対する投資について持分法を適用しております。

平成29年３月15日付で東京ベイネットワーク㈱の株式を取得したことにより、当連結会計年度より持分法適

用の範囲に含めております。

また、持分法適用会社のうち、雲碼股份有限公司の決算日は12月31日であります。当連結会計年度に係る連

結財務諸表の作成に当たっては、当該持分法適用会社の平成28年12月31日現在の財務諸表を使用しておりま

す。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、拓開（上海）商貿有限公司の決算日は12月31日であります。当連結会計年度に係る連結

財務諸表の作成に当たっては、当該子会社の平成28年12月31日現在の財務諸表を使用しております。

また、連結決算日との間に連結会社間で生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ

時価法

③ たな卸資産

主として先入先出法による原価法、ただし、販売用不動産及び仕掛工事については個別原価法によって

おります。

また、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によりそれぞれ算出しており

ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ９～15年

23

㈱ＴＯＫＡＩホールディングス(3167) 平成29年３月期決算短信



② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リースのうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④ 繰延資産

定額法

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

社債発行費 償還期間

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担分を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15～18年）

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12～18年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めており

ます。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについては特例処理を行っており、また、外貨建金銭債務に付されている金利通貨ス

ワップについては振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ、金利通貨スワップ、為替予約、通貨オプション及びコモディティスワップ

（ヘッジ対象）

借入金の利息、外貨建借入金の元金及び利息、液化石油ガスの仕入価格

③ ヘッジ方針

主として当社グループのリスク管理に関する規程に基づく所定の決議を経て、ヘッジ対象に係る金利変動

リスク、為替変動リスク及び液化石油ガスの仕入価格変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価しております。ただし、特例処理の要件を満たす場合及び振

当処理を行っている場合は有効性の評価を省略しております。

(8) のれんの償却方法及び償却期間

投資効果の発現する期間（５年から20年）にわたり定額法により償却しております。なお、金額が僅少な

ものについては一括償却しております。

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(10) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結

会計年度の費用として処理しております。

(11) 長期大型不動産開発事業に係る支払利息の資産計上基準

① 不動産開発事業のうち開発の着手から完了までの期間が２年以上かつ総事業費が30億円以上の事業に係る

正常開発期間中の支払利息を資産に計上することとしております。

② 資産計上されている支払利息の当連結会計年度末残高は９百万円であります。

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」は、金額的重要性が乏し

くなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変

更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取保険金」に表示していた120

百万円は、「その他」として組み替えております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連

結会計年度から適用しております。

（株式給付信託（ＢＢＴ））

(1) 取引の概要

当社は、平成28年５月10日開催の取締役会において、当社の取締役、執行役員、理事並びに一部の当社子会社

の取締役、理事（社外取締役を除きます。以下、「役員」といいます。）に対する新たな株式報酬制度「株式給

付信託（ＢＢＴ（Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」といいます。）の導入を決議し、平成28年６

月24日開催の第５回定時株主総会において、役員報酬として決議されました。

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、役員に対して、当社及び本制

度の対象となる当社子会社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換

算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）が信託を通じて給付される株式報酬制度でありま

す。なお、役員が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として役員の退任時としております。

当該取引については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第30号 平成27年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は261百万円、株式数は

420,000株であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１．機械装置及び運搬具の取得価額から、工事負担金等による圧縮記帳額が次のとおり控除されております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

圧縮記帳額 33百万円 65百万円

圧縮記帳累計額 5,998 6,037

※２．関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

投資有価証券（株式） 310百万円 1,085百万円

※３．債権流動化による売渡し債権（受取手形及び売掛債権）のうち支払留保されたものは次のとおりでありま

す。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

支払留保額 342百万円 270百万円

４．偶発債務

（1）保証予約

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

（借入債務） （借入債務）

ＴＯＫＡＩグループ共済会 446百万円 ＴＯＫＡＩグループ共済会 340百万円

（2）債権流動化に伴う買戻義務

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

債権流動化に伴う買戻義務 902百万円 1,303百万円

※５．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

有形固定資産

建物及び構築物 3,522百万円( 3,414百万円) 3,143百万円( 3,081百万円)

機械装置及び運搬具 5,594      ( 5,593      ) 5,626      ( 5,625      )

土地 596      (   596      ) 596      (   596      )

その他 146      (   146      ) 135      (   135      )

合計 9,860      ( 9,752      ) 9,502      ( 9,439      )

上記のうち、（ ）内書は工場財団抵当を示しております。

担保付債務は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

長期借入金（１年内返済予定分を含み

ます）

652百万円 275百万円

合計 652 275
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６．当社グループは、取引銀行３行と安定した資金調達を行うための貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当連結会計年度末の貸出コミットメント及び借入実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

貸出コミットメント 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 6,000 6,000

また、上記コミットメントには、全ての取引銀行との間で一定の財務制限条項が付されておりますが、当連

結会計年度末においては、当該条項に抵触しておりません。

※７．シンジケートローン契約

当連結会計年度（平成29年３月31日）

（1）当社が平成25年12月に契約した1,000百万円（平成28年３月末残高775百万円、平成29年３月末残高675百

万円）のシンジケートローン契約に財務制限条項がついており、その特約要件は次のとおりとなっておりま

す。

① 平成26年３月に終了する決算期及びそれ以降の各決算期の末日における連結貸借対照表上の純資産の部の

金額が、直前の決算期末日における連結貸借対照表上の純資産の部の金額の70％以上であること。

② 平成26年３月に終了する決算期及びそれ以降の各決算期における連結損益計算書上の経常損益に関し、２

期連続して経常損失を計上していないこと。

（2）当社が平成26年２月に契約した900百万円（平成28年３月末残高640百万円、平成29年３月末残高511百万

円）のシンジケートローン契約に財務制限条項がついており、その特約要件は次のとおりとなっておりま

す。

① 平成26年３月に終了する決算期及びそれ以降の各決算期の末日における連結貸借対照表上の純資産の部の

金額が、直前の決算期末日における連結貸借対照表上の純資産の部の金額の70％以上であること。

② 平成26年３月に終了する決算期及びそれ以降の各決算期における連結損益計算書上の経常損益に関し、２

期連続して経常損失を計上していないこと。

（3）当社が平成26年９月に契約した650百万円（平成28年３月末残高509百万円、平成29年３月末残高416百万

円）のシンジケートローン契約に財務制限条項がついており、その特約要件は次のとおりとなっておりま

す。

① 平成27年３月に終了する決算期及びそれ以降の各決算期の末日における連結貸借対照表上の純資産の部の

金額が、直前の決算期末日における連結貸借対照表上の純資産の部の金額の70％以上であること。

② 平成27年３月に終了する決算期及びそれ以降の各決算期における連結損益計算書上の経常損益に関し、２

期連続して経常損失を計上していないこと。

（4）当社が平成26年12月に契約した700百万円（平成28年３月末残高612百万円、平成29年３月末残高542百万

円）のシンジケートローン契約に財務制限条項がついており、その特約要件は次のとおりとなっておりま

す。

① 平成27年３月に終了する決算期及びそれ以降の各決算期の末日における連結貸借対照表上の純資産の部の

金額が、直前の決算期末日における連結貸借対照表上の純資産の部の金額の70％以上であること。

② 平成27年３月に終了する決算期及びそれ以降の各決算期における連結損益計算書上の経常損益に関し、２

期連続して経常損失を計上していないこと。
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（連結損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

27百万円 129百万円

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

給料・手当 16,985百万円 17,357百万円

賞与引当金繰入額 900 925

退職給付費用 752 640

手数料 17,880 16,463

貸倒引当金繰入額 182 228

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

機械装置及び運搬具 7百万円 7百万円

建物及び構築物 0 0

その他 0 0

合計 7 8

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

建物及び構築物 －百万円 8百万円

機械装置及び運搬具 0 0

合計 0 8

※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

建物及び構築物 610百万円 536百万円

機械装置及び運搬具 197 151

のれん 66 57

その他 128 85

合計 1,002 831
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※６．減損損失

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 事業セグメント 種類
減損損失

（百万円）

千葉県木更津市

千葉県君津市
事業所 ガス及び石油

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

有形固定資産「リース資産」

有形固定資産「その他」

無形固定資産「その他」

340

静岡県三島市 婚礼催事施設
建築及び不動産（注）

婚礼催事

建物及び構築物

有形固定資産「その他」

無形固定資産「その他」

201

静岡県焼津市 事業所 情報及び通信サービス
建物及び構築物

有形固定資産「その他」
128

中国上海市 事業用資産 アクア
有形固定資産「リース資産」

有形固定資産「その他」
14

横浜市泉区

静岡市葵区
店舗 情報及び通信サービス

建物及び構築物

有形固定資産「その他」
8

合計 693

（注）当該物件はその他事業（婚礼催事事業）に関連する設備ですが、当社グループ内において賃貸しているた

め、建築及び不動産セグメントの資産として計上しております。

当社グループは、賃貸用不動産については物件ごとに、それ以外の資産については損益管理を合理的に行え

る事業単位で資産をグループ化し、減損損失の認識を行っております。

当連結会計年度において、移転・閉鎖等の方針とした事業所及び店舗、収益性の低下した婚礼催事施設及び

事業用資産につき、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しまし

た。

減損損失の内訳 （単位：百万円）

用途
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具
土地

有形固定資産

「リース資産」

有形固定資産

「その他」

無形固定資産

「その他」
合計

事業所 21 7 299 2 7 1 340

婚礼催事施設 183 － － － 14 3 201

事業所 114 － － － 13 － 128

事業用資産 － － － 14 0 － 14

店舗 8 － － － 0 － 8

合計 327 7 299 17 35 4 693

当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地については不動産鑑定評価に基づき評価

し、他の資産については零円で評価しております。

※７．貸倒損失

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

連結子会社である㈱ザ・トーカイが販売した分譲マンションにおける耐震強度不足の損害賠償請求訴訟に

おいて、同社が負担する234百万円について貸倒損失として特別損失に計上しました。
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（連結包括利益計算書関係）

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金

当期発生額 △1,810百万円 1,407百万円

組替調整額 － 0

税効果調整前 △1,810 1,407

税効果額 582 △434

その他有価証券評価差額金 △1,227 973

繰延ヘッジ損益

当期発生額 △77 1,603

資産の取得原価調整額 546 △900

税効果調整前 469 702

税効果額 △144 △212

繰延ヘッジ損益 324 490

為替換算調整勘定

当期発生額 △37 △12

為替換算調整勘定 △37 △12

退職給付に係る調整額

当期発生額 △1,553 △52

組替調整額 △249 △217

税効果調整前 △1,802 △270

税効果額 630 80

退職給付に係る調整額 △1,172 △189

持分法適用会社に対する持分相当額

当期発生額 △5 △0

その他の包括利益合計 △2,118 1,260
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 155,199 － 15,520 139,679

合計 155,199 － 15,520 139,679

自己株式

普通株式 39,637 3,310 16,459 26,488

合計 39,637 3,310 16,459 26,488

（注）１．普通株式の発行済株式総数の減少15,520千株は、自己株式の消却によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加3,310千株は、取締役会決議による自己株式の取得3,308千株、単元未満株

式の買取２千株によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少16,459千株は、自己株式の消却15,520千株、従業員持株会型ＥＳＯＰにお

けるＴＯＫＡＩグループ従業員持株会への売却509千株、ストック・オプションの行使による減少385千株、株式

交換による減少44千株、単元未満株式の受渡しによる減少０千株によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション 

としての新株予約権
－ － － － － 208

合計 － － － － － 208

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会決議

普通株式 716 6.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年10月29日
取締役会決議

普通株式 716 6.00 平成27年９月30日 平成27年11月30日

（注）１．平成27年６月26日開催の定時株主総会にて決議された普通株式の配当金の総額716百万円については、連結子

会社が所有する当社株式に係る配当金20百万円及び資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有する当社株

式に係る配当金３百万円が含まれております。

２．平成27年10月29日開催の取締役会にて決議された普通株式の配当金の総額716百万円については、連結子会社

が所有する当社株式に係る配当金20百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月24日
定時株主総会決議

普通株式 905 利益剰余金 8.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 139,679 － － 139,679

合計 139,679 － － 139,679

自己株式

普通株式 26,488 421 13,994 12,915

合計 26,488 421 13,994 12,915

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加421千株は、株式給付信託（ＢＢＴ）による当社株式の取得420千株、単元

未満株式の買取１千株によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少13,994千株は、転換社債型新株予約権付社債の転換による減少12,309千

株、ストック・オプションの行使による減少843千株、第三者割当による自己株式の処分840千株によるものであ

ります。

３．普通株式の自己株式の株式数については、当連結会計年度末において資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ

口）（以下「信託Ｅ口」といいます。）が所有する当社株式420千株が含まれております。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月24日
定時株主総会決議

普通株式 905 8.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日

平成28年10月31日
取締役会決議

普通株式 1,254 11.00 平成28年９月30日 平成28年11月30日

（注）平成28年10月31日開催の取締役会にて決議された普通株式の配当金の総額1,254百万円については、信託Ｅ口が所

有する当社株式に係る配当金４百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会決議

普通株式

2,062 利益剰余金 16.21

平成29年３月31日 平成29年６月29日

100 資本剰余金 0.79

（注）１．普通株式の配当金の総額2,162百万円については、信託Ｅ口が所有する当社株式に係る配当金７百万円が含ま

れております。

２．１株当たり配当額には、記念配当６円を含んでおります。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 4,077百万円 3,239百万円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △33 △128

現金及び現金同等物 4,044 3,111

２．重要な非資金取引の内容

(1) ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 2,865百万円 3,513百万円

（セグメント情報等）

a.セグメント情報

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るもののうち、主要なものであります。

当社グループは、商品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う商品・サービスについ

て包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、原則として事業本部を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構

成されており、「ガス及び石油」、「建築及び不動産」、「ＣＡＴＶ」、「情報及び通信サービス」及び

「アクア」の５つを報告セグメントとしております。

「ガス及び石油」は、液化石油ガス・液化天然ガス・その他高圧ガス及び石油製品の販売、都市ガスの

供給、関連商品の販売、関連設備・装置の建設工事、セキュリティ等の事業を行っております。

「建築及び不動産」は、住宅等の建築、不動産の開発・販売及び賃貸、住宅設備機器等の建築用資材・

機器の販売、建物等の附帯設備・装置の建設工事、リフォーム等の事業を行っております。

「ＣＡＴＶ」は、放送、ＣＡＴＶ網によるインターネット接続等の事業を行っております。

「情報及び通信サービス」は、コンピューター用ソフト開発、情報処理、インターネット接続、通信機

器販売及び代理店業務等の事業を行っております。

「アクア」は、飲料水の製造及び販売等の事業を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であり、セグメント間の内部売上高及び内部振

替高等は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務
諸表計上

額
（注）３

ガス及び
石油

建築及び
不動産

ＣＡＴＶ
情報及び
通信サー
ビス

アクア 計

売上高

外部顧客への売上

高
80,745 20,975 24,608 44,246 5,487 176,064 4,875 180,940 － 180,940

セグメント間の内

部売上高又は振替

高

170 955 820 3,361 133 5,441 185 5,627 △5,627 －

合計 80,916 21,930 25,429 47,607 5,621 181,506 5,060 186,567 △5,627 180,940

セグメント利益又は

損失（△）
6,973 676 1,161 829 △1,275 8,364 △197 8,167 78 8,245

セグメント資産 60,349 24,093 32,776 29,639 4,693 151,552 4,806 156,358 3,944 160,303

その他の項目

減価償却費 4,247 591 6,099 2,434 742 14,115 128 14,243 457 14,701

のれんの償却額 543 － 1,050 438 － 2,032 1 2,033 － 2,033

有形固定資産及び

無形固定資産の増

加額

4,122 1,389 3,787 4,115 554 13,968 42 14,010 200 14,211

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、婚礼催事事業、船舶

修繕事業、保険事業、介護事業等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産、減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告

セグメントへ配分していない全社資産、減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加

額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務
諸表計上

額
（注）３

ガス及び
石油

建築及び
不動産

ＣＡＴＶ
情報及び
通信サー
ビス

アクア 計

売上高

外部顧客への売上

高
73,344 19,511 25,396 49,508 5,762 173,523 5,108 178,631 － 178,631

セグメント間の内

部売上高又は振替

高

178 1,489 787 3,160 145 5,760 209 5,970 △5,970 －

合計 73,522 21,001 26,184 52,668 5,907 179,284 5,317 184,601 △5,970 178,631

セグメント利益又は

損失（△）
6,942 461 2,331 3,065 101 12,903 112 13,015 △265 12,750

セグメント資産 61,848 23,945 30,402 31,513 4,651 152,362 4,962 157,324 3,787 161,112

その他の項目

減価償却費 4,276 614 5,821 2,478 648 13,839 91 13,930 510 14,441

のれんの償却額 423 － 714 61 － 1,199 1 1,200 － 1,200

有形固定資産及び

無形固定資産の増

加額

5,090 1,263 4,321 3,233 524 14,432 48 14,480 667 15,148

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、婚礼催事事業、船舶

修繕事業、保険事業、介護事業等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産、減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告

セグメントへ配分していない全社資産、減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加

額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

b.関連情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

c.報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

ガス及び石油
建築及び
不動産

ＣＡＴＶ
情報及び通
信サービス

アクア その他 全社・消去 合計

減損損失 340 149 － 137 14 51 － 693

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

d.報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

ガス及び石油
建築及び
不動産

ＣＡＴＶ
情報及び通
信サービス

アクア その他 全社・消去 合計

当期償却額 543 － 1,050 438 － 1 － 2,033

当期末残高 1,008 － 5,488 90 － 1 － 6,589

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

（単位：百万円）

ガス及び石油
建築及び
不動産

ＣＡＴＶ
情報及び通
信サービス

アクア その他 全社・消去 合計

当期償却額 423 － 714 61 － 1 － 1,200

当期末残高 1,057 － 4,774 28 － 0 － 5,861

e.報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

37

㈱ＴＯＫＡＩホールディングス(3167) 平成29年３月期決算短信



（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 362円77銭 439円04銭

１株当たり当期純利益金額 30円01銭 64円46銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
26円89銭 56円31銭

（注）１．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
3,458 7,337

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（百万円）
3,458 7,337

普通株式の期中平均株式数（千株） 115,237 113,828

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 13,383 16,477

（うち転換社債（千株）） （13,124） （16,327）

（うち新株予約権（千株）） （ 259） （ 150）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

－ －

２．１株当たり純資産額を算定するための期末の普通株式の数については、株式給付信託（ＢＢＴ）によ

って資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が保有する当社株式を控除しております（前連結会計年

度０株、当連結会計年度420,000株）。また、１株当たり当期純利益金額を算定するための普通株式の

期中平均株式数については、株式給付信託（従業員持株会型ＥＳＯＰ）によって資産管理サービス信託

銀行㈱（信託Ｅ口）が保有する当社株式（前連結会計年度120,833株）及び株式給付信託（ＢＢＴ）に

よって資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が保有する当社株式（当連結会計年度210,575株）を

控除しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,172 1,131

関係会社売掛金 410 361

貯蔵品 9 17

前払費用 19 18

繰延税金資産 65 77

関係会社短期貸付金 25,415 23,840

その他 499 553

貸倒引当金 △260 △945

流動資産合計 28,330 25,056

固定資産

有形固定資産

建物 6 401

構築物 － 29

車両運搬具 － 0

工具、器具及び備品 20 59

土地 26 26

リース資産 61 35

建設仮勘定 370 －

有形固定資産合計 485 554

無形固定資産

ソフトウエア 454 488

リース資産 596 499

その他 58 1

無形固定資産合計 1,109 990

投資その他の資産

関係会社株式 34,860 35,587

関係会社出資金 112 112

関係会社長期貸付金 37,213 30,444

長期前払費用 0 －

繰延税金資産 157 114

その他 34 55

投資その他の資産合計 72,378 66,313

固定資産合計 73,974 67,858

繰延資産

社債発行費 30 20

繰延資産合計 30 20

資産合計 102,334 92,934
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 15,350 11,000

1年内返済予定の長期借入金 11,987 11,632

1年内償還予定の社債 758 578

リース債務 273 248

未払金 345 360

未払費用 38 36

未払法人税等 5 21

未払消費税等 21 0

預り金 212 31

関係会社預り金 5,651 6,101

賞与引当金 28 29

役員賞与引当金 33 83

ポイント引当金 142 197

その他 161 108

流動負債合計 35,009 30,429

固定負債

社債 984 406

転換社債型新株予約権付社債 10,000 2,800

長期借入金 30,972 26,853

リース債務 393 294

退職給付引当金 30 20

役員株式給付引当金 － 18

その他 149 124

固定負債合計 42,530 30,517

負債合計 77,540 60,946

純資産の部

株主資本

資本金 14,000 14,000

資本剰余金

資本準備金 3,500 3,500

その他資本剰余金 13,906 17,225

資本剰余金合計 17,406 20,725

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 2,822 2,073

利益剰余金合計 2,822 2,073

自己株式 △9,643 △4,810

株主資本合計 24,586 31,988

新株予約権 208 －

純資産合計 24,794 31,988

負債純資産合計 102,334 92,934
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（２）損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

営業収益

業務受託収入 441 448

経営管理収入 3,294 3,361

利息収入 631 523

配当収入 1,823 2,259

その他の営業収入 13 13

営業収益合計 6,204 6,606

営業費用

金融費用 491 348

販売費及び一般管理費 3,890 4,816

営業費用合計 4,382 5,165

営業利益 1,821 1,441

営業外収益

その他 27 21

営業外収益合計 27 21

営業外費用

支払利息 50 68

その他 12 10

営業外費用合計 63 79

経常利益 1,785 1,383

特別利益

補助金収入 67 －

新株予約権戻入益 － 98

特別利益合計 67 98

特別損失

関係会社株式評価損 495 －

子会社株式売却損 － 10

特別損失合計 495 10

税引前当期純利益 1,357 1,472

法人税、住民税及び事業税 16 30

法人税等調整額 △36 31

法人税等合計 △20 61

当期純利益 1,377 1,410
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

当期首残高 14,000 3,500 18,512 22,012 2,877 2,877 △11,053 27,836

当期変動額

剰余金の配当 △1,432 △1,432 △1,432

当期純利益 1,377 1,377 1,377

転換社債型新株予約権付社債の
転換

－

自己株式の取得 △3,645 △3,645

自己株式の処分 96 96 263 360

自己株式の消却 △4,740 △4,740 4,740 －

株式交換による増加 37 37 51 89

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 － － △4,605 △4,605 △55 △55 1,410 △3,250

当期末残高 14,000 3,500 13,906 17,406 2,822 2,822 △9,643 24,586

新株予約権 純資産合計

当期首残高 260 28,097

当期変動額

剰余金の配当 △1,432

当期純利益 1,377

転換社債型新株予約権付社債の
転換

－

自己株式の取得 △3,645

自己株式の処分 360

自己株式の消却 －

株式交換による増加 89

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△52 △52

当期変動額合計 △52 △3,303

当期末残高 208 24,794
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当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

当期首残高 14,000 3,500 13,906 17,406 2,822 2,822 △9,643 24,586

当期変動額

剰余金の配当 △2,159 △2,159 △2,159

当期純利益 1,410 1,410 1,410

転換社債型新株予約権付社債の
転換

2,718 2,718 4,481 7,200

自己株式の取得 △262 △262

自己株式の処分 600 600 613 1,213

自己株式の消却 －

株式交換による増加 －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 － － 3,318 3,318 △749 △749 4,832 7,401

当期末残高 14,000 3,500 17,225 20,725 2,073 2,073 △4,810 31,988

新株予約権 純資産合計

当期首残高 208 24,794

当期変動額

剰余金の配当 △2,159

当期純利益 1,410

転換社債型新株予約権付社債の
転換

7,200

自己株式の取得 △262

自己株式の処分 1,213

自己株式の消却 －

株式交換による増加 －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△208 △208

当期変動額合計 △208 7,193

当期末残高 － 31,988

43

㈱ＴＯＫＡＩホールディングス(3167) 平成29年３月期決算短信



７．その他 

 
（１） 役員の異動 

 

① 代表取締役の異動  

   該当事項はありません。 

 

② その他の役員の異動   

     該当事項はありません。 
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